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長野県水環境保全条例 

平成４年３月19日 

条例第12号 

  

 改正 平成11年12月20日条例第45号  平成29年３月23日条例第22号  

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、水環境の保全に関し、県、市町村、県民及び事業者の責務を

明らかにするとともに、水環境保全総合計画の策定、水質の監視及び水道水源保

全地区の指定等について必要な事項を定めることにより、水環境の保全対策の総

合的な推進を図り、もって県民の健康で文化的な生活を確保することを目的とす

る。 

（基本原則） 

第２条 水環境の保全は、水が限られた貴重な資源であり県民の諸活動にとって欠

くことのできないものであるとともに、森林その他の流域の環境によってかん養

され浄化されるものであることにかんがみ、県民の諸活動並びに治水及び利水と

の調和を図り、将来にわたって良好な水質を保全し豊かで快適な流域の環境を創

造することを基本として行うものとする。 

（県の責務） 

第３条 県は、水環境の保全のための施策を推進するとともに、市町村が実施する

水環境の保全のための施策に対して、必要な助言及び指導を行うものとする。 

（市町村の責務） 

第４条 市町村は、県の施策に協力するとともに、当該市町村の自然的、社会的条

件に応じた水環境の保全のための施策を推進するよう努めなければならない。 

（県民の責務） 

第５条 県民は、日常生活の水環境に与える影響を認識し、生活排水による水質の

汚濁の防止、節水等に心掛け、自ら進んで水環境の保全に努めなければならない。 

２ 県民は、豊かで快適な流域の環境を形成する森林等の愛育、水生動植物の愛護

及び水辺の清潔保持に努めなければならない。 

３ 県民は、県及び市町村が実施する水環境の保全のための施策に協力しなければ

ならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、その事業活動の水環境に与える影響にかんがみ、自ら進んで水

環境の保全のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、県及び市町村が実施する水環境の保全のための施策に協力しなけれ

ばならない。 

第２章 水環境保全総合計画 

（水環境保全総合計画） 

第７条 知事は、水環境の保全を図るための総合的な計画（以下「水環境保全総合

計画」という。）を定めなければならない。 

２ 水環境保全総合計画には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) 水環境の保全のための方針 

(２) 水環境の保全のための施策 
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３ 知事は、水環境保全総合計画を定めようとするときは、あらかじめ、河川法（昭

和39年法律第167号）第７条に規定する河川管理者その他の関係行政機関の長に協

議し、及び長野県環境審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、水環境保全総合計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

一部改正〔平成11年条例45号〕 

第３章 水質の監視等 

（水質の監視） 

第８条 知事は、地域の土地利用等の状況に応じ、必要な水質の監視を行うものと

する。 

２ 水質の監視について必要な事項は、知事が定める。 

（調査研究の推進） 

第９条 県は、水環境の実態把握及び水環境の保全に関する調査研究を推進し、そ

の成果の普及に努めるものとする。 

（環境教育の充実等） 

第10条 県は、水環境の保全について、県民及び事業者の理解を深めるため、環境

教育の充実その他必要な啓発活動を行うものとする。 

第４章 水道水源保全地区 

（水道水源保全地区の指定） 

第11条 知事は、水道法（昭和32年法律第177号）第３条第１項に規定する水道の

水源（以下「水道水源」という。）を保全するため特に必要な区域を、その区域

を管轄する市町村長の申出により、水道水源保全地区として指定することができ

る。 

２ 前項の規定によるほか、知事は、市町村長から他の市町村の区域に係る水道水

源保全地区の指定の要請があった場合は、関係市町村長の意見を聴いて水道水源

保全地区の指定をすることができる。 

３ 知事は、水道水源保全地区を指定しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議し、及び長野県環境審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、水道水源保全地区を指定する場合には、その旨及びその区域を告示し

なければならない。 

５ 水道水源保全地区の指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。 

６ 第１項から前項までの規定は、水道水源保全地区の指定の解除及びその区域の

変更について準用する。 

一部改正〔平成11年条例45号〕 

（水道水源保全地区内における行為の事前協議） 

第12条 水道水源保全地区内において、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、

あらかじめ、規則で定めるところにより、知事に協議し、その同意を得なければ

ならない。 

(１) ゴルフ場の建設 

(２) 廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２

条第１項に規定する廃棄物をいう。）の最終処分場の設置 

(３) 土石類の採取その他の土地の形質の変更で、変更に係る土地の面積が規則

で定める規模を超えるもの 

２ 知事は、前項の協議があったときは、関係市町村長及び長野県環境審議会の意

見を聴かなければならない。 
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３ 第１項の同意には、水道水源の保全のために必要な限度において条件を付する

ことができる。 

４ 次の各号に掲げる行為については、第１項の規定は適用しない。 

(１) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

(２) 国又は地方公共団体が行う行為 

(３) 河川法その他の法令の規定に基づいて行う行為のうち、水道水源の保全の

ための措置が講じられるものとして規則で定めるもの 

一部改正〔平成11年条例45号〕 

（中止命令等） 

第13条 知事は、前条第１項の規定に違反し、又は同条第３項の規定により同意に

付せられた条件に違反した者に対して、その行為の中止を命じ、又は相当の期限

を定めて、原状回復を命じ、若しくは原状回復が著しく困難である場合に、これ

に代わるべき必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。 

（報告及び検査等） 

第14条 知事は、水道水源保全地区における水道水源の保全のために必要な限度に

おいて、第12条第１項の同意を受けた者に対して、当該行為の実施状況その他必

要な事項について報告を求めることができる。 

２ 知事は、水道水源保全地区における水道水源の保全のために必要な限度におい

て、その職員に第12条第１項の協議に係る土地に立ち入り、当該協議に係る行為

の実施状況を検査させ、又は当該行為の水道水源に及ぼす影響を調査させること

ができる。 

３ 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければなら

ない。 

第５章 削除 

削除〔平成11年条例45号〕 

第15条から第21条まで 削除 

削除〔平成11年条例45号〕 

第６章 雑則 

（水環境保全推進員の任命等） 

第22条 削除 

削除〔平成29年条例22号〕 

（補則） 

第23条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。 

第７章 罰則 

（罰則） 

第24条 第13条の規定による命令に違反した者は、１年以下の懲役又は50万円以下

の罰金に処する。 

２ 第12条第１項の規定に違反した者又は同条第３項の規定により同意に付せら

れた条件に違反した者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

３ 第14条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条第

２項の規定による立入検査若しくは立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

は、20万円以下の罰金に処する。 

（両罰規定） 

第25条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ
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の法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、その行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

（特別職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員等の給与に関する条例（昭和27年長野県条例第10号）の一部を次

のように改正する。 

（次のよう略） 

（特別職の職員等の旅費又は費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員等の旅費又は費用弁償に関する条例（昭和27年長野県条例第75

号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成11年12月20日条例第45号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過処置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成29年３月23日条例第22号） 

（施行期日） 

  この条例は、公布の日から施行する。 


